チャランケ通信　第28号　2013年9月2日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前内閣官房参与　峰崎直樹

　今年の夏は猛暑続きだったが、9月の声を聴くとやや涼しくなったように思われる。秋は収穫の季節でもあり、農産物の生育はどうなのだろうか。我が家のまわりの草木も、確実に秋らしくなりつつあるようだ。北国の夏はあっという間に過ぎ去ってしまった。
シリアへの軍事攻撃、イギリスは国会で否決へ、さて日本は?
　安倍総理は実に外国訪問を多くこなし、今回もアラブ諸国に、多くの経済人を引き連れて訪問するなど経済外交にも力を入れているようだが、シリア情勢がきな臭くなってきた。アメリカ、イギリス、それにフランスまで武力介入する危険性が高まっているなかで、イギリス議会は政府のシリアへの軍事的介入に「ノー」を突きつけ、軍事介入から撤退を余儀なくされた。報道によれば、与党議員からも30名が造反をし、13票差で否決になったようだ。日本のお手本とされる政府・与党一体の議会運営がしっかりと根付いているイギリス政治の中ではめずらしい出来事と言えよう。その背景には、かつてイラクへのアメリカの軍事的介入に同調した際に、サダムフセインが大量破壊兵器を有していたという事実が間違っていたことが判明した苦い経験があり、今回のシリアへの軍事介入に対する反対論の大いなる根拠になったようだ。
安倍内閣は、やはりアメリカ追随か
　これに対する日本の安倍総理の態度は、8月28日、訪問先のカタール・ドーハでの記者会見で「シリアにおいて化学兵器が使用された可能性は極めて高い。シリア情勢の悪化の責任は人道状況の悪化を顧みないアサド政権にある」と踏み込んでいるし、同じく28日、政府高官は「基本的に米国と歩調を合わせる」と述べ、米政権が軍事介入に踏み切った場合、安倍政権として容認する方向で調整を進めていると報道されている。相変わらずアメリカ追随と言う印象がぬぐえない。果たして、シリア政府軍が化学兵器を本当に使ったのかどうか、確証が無い段階での前のめりは、危険であることは覚えておく必要がありそうだ。

内閣主導で進められる来年度予算編成作業、党側の動きは?
　さて、国内政治の方は来年度の予算編成作業が進められている。予算だけでなく税制についても、消費増税の引き上げ問題や法人税引き下げなど、政府主導で物事がどんどん進んでいるように見える。ちなみに、来年度予算概算要求基準については、公共事業費の削減額が示されないまま政調会長に一任されたり、社会保障制度改革プログラム法案骨子についても政府の閣議決定前に必要な政調審議会と総務会の了承を省略するなど、前号で紹介した『さらばガラパゴス政治』で問題視されていた、政府側が党の事前了解なく方針を決定していけるようになったかのような雰囲気である。そうではあるまい。いざ国会がはじまれば、今の内閣は法案を提起するまでで、それ以降法案の取り扱いは国会と言う場で取り仕切られるのであり、そのしくみを大きく大転換できていないのだ。ガラパゴス化した国会運営の改革をどのように進めていくのか、今の安倍総理の頭には、その重大な問題がどこにも入っていないようだ。ましてや、石破幹事長の頭にはそのような問題意識すらなさそうだ。党側のイニシャティブが、何も見えないのだ。
来年度予算編成の概算要求は100兆円突破か、財政規律はどこへ
　今月末が締切となっている各省庁別の来年度予算概算要求の集約作業が、急ピッチで進められている。与党復帰ができ参議院でのねじれも解消されたなかで、総選挙・参議院選挙のお礼もあって族議員が予算獲得に力を入れているようだ。特に、これまで削減されてきた公共事業について、国土強靭化と言う名目のもとで増額要求がすすめられ、今年度の予算額の１．４倍に上る4，666億円もの重点化事業要求額になっていると報道されている。なにせ、歳入予算が消費増税の枠組みがまだ確定できないために、概算要求予算の総枠も決められておらず、概算要求総額は過去最大の99兆円、数え方によれば100兆円を突破することになりそうだという。2015年プライマリー赤字の半減、2020年プライマリー黒字の達成と言う財政再建目標など、どこ吹く風とばかりに族議員が跋扈し、財政規律を無視する予算が策定されそうである。
　「どんどん族議員になってください」と町村氏が発言
安倍総理は「古い自民党に逆戻りすれば信頼が失われる」と述べるのだが、町村派の町村元官房長官は派閥の会合で、「専門家として一生懸命仕事をすることは何らはばかることはない。どんどん族議員になってください」と言い切っているのが自民党の偽らざる実態なのだ。ガラパゴス化した日本の政治を大きく変えなければならないのに、これでは旧態依然としたものにしかならないわけで、安倍政権の行く末もなかなか前途多難である。
問題は予算だけでなく、税制改正にもある
　予算以上に問題が多いのが税制改正だろう。アベノミクスの第三の矢である構造改革が策定され、6月5日に「成長戦略スピーチ第3弾」を発表したところ、市場の失望感から日経平均で500円以上も下げた。その直後に、市場は法人税率引き下げを織り込んでいるのにそれを打ち出さなかったから株価が下落したのだ、という訳知りな説明がなされ、安倍総理は投資減税を検討せよ、と税調幹部に指示をしたり、最近では法人税率そのものを引き下げられないか、検討するよう指示している。法人税率を引き下げるとなると、1％でも巨額の税収減になるわけで、今の日本の財政を考えたとき、とてもそれに応えるだけの余裕はない。というのも、前政権の下で35%から30%への法人税の引き下げを決めてはいるものの、東日本大震災の復興財源として2014年度まで復興法人特別税で、3．6％も引きあげを決めており、2015年度から30%への引き下げが進む。もしもそれ以上の減税をするとすれば、その財源をどこから持ってくるのか。日本の財政には、とてもそのような余裕はないのだ。
小幡教授の「日本は設備投資では成長できない」論文に注目
　もう一つ、安倍総理はアベノミクス第三の矢として「投資減税を検討せよ」と指示したことを受け、自民党税制調査会は投資を制限している規制改革を進めた上で減税に踏み出そうとしている。その点について、最近アベノミクスに対する厳しい批判をする若手経済学者として登場している小幡績慶応大学准教授が、まことに適切な批判を週刊エコノミスト8月27日号誌上で展開されている。題して「日本は設備投資では成長できない」なのだが、読んでみると次のような指摘はなかなか的を得ているように思える。
　・減税措置の中でも、設備投資減税は圧倒的に額が大きい。すでに過大なインセンティブが伝統的に与えられている。
　・日本企業の設備投資は国際比較でみても課題。ROAが低いのも設備投資過剰で資産が大きすぎるから。過剰債務と過剰雇用はリストラしたが、過剰設備　はまだまだだ。
　・高度成長が終わった今は、設備投資はもはや望ましい需要ではなくなっている。投資は投資を呼ばないし、消費拡大も起きない。
　・企業が投資をしないのは、需要がないからであってカネがないからではない。そこで減税しても、実質補助金にしかならない。
　必要な設備投資は、何も政府の後押しがあればする、というものではなく、必要があれば企業家が、リスクをかけて進めていくべきものであることは言うまでもない。それだけに、投資減税と言うエサで設備投資を拡大させようとすることには、胡散臭さを禁じ得ないのだ。今は、減税をすることで日本の財源調達力を弱めることはやめるべきであり、国民の目には、減税しても企業内に内部留保が蓄積される現実を見るにつけ、法人税減税を進めつつ消費税増税をすることに対する批判の声が強まることは必至であろう。
60人からの消費増税ヒアリング終わる、「今引き上げないで何時引き上げるのですか」山口公明党代表の発言に尽きている
　消費増税に対する各界各層60人の代表者らによるヒアリングがようやく終わった。何の目的で進められたのか、その意図がよくわかりかねるのだが、あらかじめ賛否がはっきりしている中での人選が進められたわけで、賛成派の方が7割強を占めたというのは当然のことなのだろう。結果として、来年度予算や法人に対する税制措置などを要求してくる布石なのだろうか。一番すっきりとした主張をした政治家は、公明党の山口代表であり「今引き上げないで何時引き上げるのですか」と言うことにつきているのだと思う。
所得制限を介護保険料や高校授業料無償化に適用の動きに注意
　それ以上に小生が問題だと感じているのは、所得把握問題である。つまり、社会保障制度改革国民会議の答申が出され、今後のプログラム法が制定され、これからさまざまな制度改革が進められていくことになる。そうした中で、介護保険の利用料が、10%から20%へと引き上げられる所得が300万円に設定されたり、高校授業料の無償化になる所得階層も、年収910万円以下の家庭に限られるなど、続々と所得制限の網の中に取り込まれはじめている。たしかに、高額所得層にまで社会保障による再分配をする財政的余裕はなくなっているのだが、所得制限の決め方如何によれば、中程度の階層にまで所得制限がかかる可能性がある。そうなれば、受益と負担の関係から税負担に対する拒絶反応を招きかねないわけで、できる限り現物サービスについてユニバーサルな供給体制にしていくことが望ましいのだ。
所得把握の正確性・公平性の追求こそ重要では、所得税改革こそ改革の本丸では、マイナンバーの積極的活用を
　さらに、所得捕捉の正確性を高めていかなければ、その所得に応じて所得税を徴収されるだけでなく、所得に応じて社会保障給付が決まるわけで、クロヨンとかトーゴ―サンピンと言われるような不公平性をなくしておかなければ、サラリーマン層と自営業者や農家などとの分断すら起きかねない。マイナンバー制度を導入して、正確な所得把握に努力することが今ほど必要な時はない。そのことを税制改正の中でしっかりと議論して欲しいものだ。消費税だけでなく、所得税こそが改革すべき本丸でもあることを知らなければならない。
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